様式集

（Ａ）

構造計算によつて建築物の安全性を確かめた旨の証明書
建築士法第２０条第２項の規定により、別添の構造計算書によつて下記の建築物の安全性を確かめたことを証明します。
　　年　　月　　日

（　　）建築士　（　　）登録第○○○○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

（　　）建築士事務所　（　　）知事登録第○○○○号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

電　話　　　　　　番
委託者　　　　　　　　　　殿
	建築物の所在地
	

	建築物の名称及び用途
	

	建築面積
	平方メートル

	延べ面積
	平方メートル

	高さ
	１　最高の高さ　　　　　　　ｍ
２　最高の軒の高さ　　　　　ｍ

	階数
	地上　　　階　　　地下　　　階

	構造
	造　　　　　一部　　　　　造

	建築物の区分
	１　建築基準法（以下「法」という。）第20条第1項第1号に掲げる建築物
２　法第20条第1項第2号に掲げる建築物

３　法第20条第1項第3号に掲げる建築物

４　法第20条第1項第4号に掲げる建築物

	別添の構造計算書に係る構造計算の種類
	１　建築基準法施行令（以下「令」という。）第81条第1項に定める基準に従つた構造計算
２　令第81条第2項第1号イに規定する構造計算

３　令第81条第2項第1号ロに規定する構造計算

４　令第81条第2項第2号イに規定する構造計算

５　令第81条第3項に定める基準に従つた構造計算

６　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	別添の構造計算書に係る構造計算の方法
	１　国土交通大臣が定めた方法によるもの
２　国土交通大臣の認定を受けたプログラムによるもの

	当該構造計算に用いたプログラム
	１　名称　（　　　　　　　　　　　　　　）

２　国土交通大臣の認定　　□有　　　□無

３　認定番号（　　　　　　　　　　　　　）

	備考
	


［記入注意］１　構造計算を共同で行つた場合においては、連名で証明してください。

　　　　　　２　建築物の二以上の部分がエキスパンションジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接している場合にあつては、当該建築物の部分ごとにこの証明書を作成し、設計の委託者に交付してください。

　　　　　　３　「建築物の区分」の欄は、該当するものの番号を○で囲んでください。

　　　　　　４　「別添の構造計算書に係る構造計算の種類」の欄は、該当するものの番号を○で囲んでください。「６　その他」に該当する場合は、具体的な構造計算の方法を併せて記入してください。

　　　　　　５　「別添の構造計算書に係る構造計算の方法」の欄は、「別添の構造計算書に係る構造計算の種類」の欄で１又は６のいずれかを選択した場合は記入する必要はありません。

６　「当該構造計算に用いたプログラム」の欄は、プログラムを用いて構造計算を行つた場合に記入してください。複数のプログラムを用いた場合は、すべてのプログラムについて記入してください。

７　次の①から③までに掲げる場合に該当する場合は、「備考」の欄に、それぞれ当該①から③までに定める事項を記入してください。

　①　この証明書に係る建築物の部分について構造計算によりその安全性を確かめた場合　　その旨及び当該部分
　②　この証明書に係る建築物の部分について他に構造計算によりその安全性を確かめた建築士がいる場合　　その旨及び当該部分

　③　この証明書に係る建築物が法第68条の10第1項の認定を受けた型式に適合する建築物の部分を有する場合　　その旨及び当該部分

８　７②の場合にあつては、当該建築士が交付した構造計算により安全性を確かめた旨の証明書及びそれに添付された構造計算書を、この証明書に添えてください。
（Ｂ）
（表面）

工　事　監　理　報　告　書

工事監理を終了しましたので、建築士法第２０条第３項の規定により、その結果を報告します。

　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　）建築士　（　　）登録第　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　）建築士事務所　（　　）登録第　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話

建築主　　　　　　　　　　　　　　殿

	建築物の名称

及び所在地
	

	工事種別
	新築・増築・改築・大規模の修繕・大規模の模様替

	建築確認番号
	

	建築確認年月日
	　　年　　月　　日

	工事期間
	　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日

	工事期間における主要な設計変更
	変更年月日
	変更された

設計図書の種類
	変更の概要

	
	
	
	

	主要な建築材料、建築設備等が設計図書のとおりであることの確認
	確認年月日
	建築材料、

建築設備等の

名称及び規格
	名称及び規格が定められている設計図書の種類
	確認方法の概要

	
	
	
	
	

	主要な工事が設計図書のとおりに実行されていることの確認
	確認年月日
	確認事項
	確認事項が定められている設計図書の種類
	確認方法の概要

	
	
	
	
	


（裏面）

	工事完了時における確認
	確認年月日
	確認事項
	確認結果の概要

	
	
	
	

	工事施工者に与えた注意
	注意年月日
	注意の概要
	工事施工者の対応と

建築主に対する報告の概要

	
	
	
	

	建築設備に係る意見
	意見を聴いた

年月日
	意見を聴いた者の住所及び氏名
	意見を聴いた者の勤務先の住所及び名称
	意見を聴いた

事項

	
	
	
	
	

	備　　　　　考
	
	
	
	


〔記入注意〕

１　工事監理を共同で行った場合においては、連名で報告してください。

２　「工事種別」の欄は、該当するものを○で囲んでください。

３　「工事期間における主要な設計変更」の欄の変更の概要については、変更の内容、変更の理由等の概要を記入してください。

４　「工事施工者に与えた注意」の欄は、建築士法第１８条第３項に規定する注意について記入してください。

５　「建築設備に係る意見」の欄は、建築士法第２０条第５項に規定する場合に記入してください。

６　「備考」の欄は、工事監理に関して特に報告すべき事項等を記入してください。

７　ここに記入しきれない場合には、別紙に書いて添えてください。

（Ｃ）
建築士法第２３条の６の規定による設計等の業務に関する報告書
（第一面）
建築士法第２３条の６の規定により、設計等の業務に関する報告書を提出します。この報告書の記載事項は事実に相違ありません。
　　愛知県知事　殿
提出日または郵送日　令和　　年　　月　　日
一級
二級 建築士事務所　愛知県知事登録（　　）第　　　　号
木造
所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話
建築士事務所の名称
建築士事務所の開設者の氏名又は名称　※　　　　　　　　　　
事業年度　　平成　　年　　月　　日 ～ 平成　　年　　月　　日
· 建築士事務所の開設者が法人である場合、法人名に加えて法人の代表者の役職・氏名も併せて記載すること。
（第二面）
建築士事務所の業務の実績
〔記入注意〕
１　当該事業年度における直近のものから順次記入して下さい。
２　年度をまたぐ物件は、期間の期末を「継続中」として下さい。
３　昨年度から継続して行った物件も報告が必要です。
４　報告実績がない場合は「実績なし」と記入して下さい。
〔記入例〕
	愛知県
	共同住宅
	鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造五階建
延700平方メートル
	設計及び
工事監理
	令和
1.2.11～
1.10.3

	建築物所在地
都道府県
	建築物の用途
	構造及び規模
	業務内容
	期間

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（第三面）
所属建築士名簿
　決算日　平成　　年　　月　　日現在
	氏　　名
	一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別及び管理建築士である場合にあっては、その旨を併記
	登録番号
	登録を受けた都道府県名
（二級建築士又は木造建築士の場合のみ）
	建築士法第22条の2第1号から第3号までに定める講習（一級/二級/木造建築士定期講習）のうち直近のものを受けた年月日
	構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である場合にあっては、その旨
	構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士証の交付番号
	建築士法第22条の2第4号及び第5号までに定める講習（構造設計一級および設備設計一級建築士定期講習）のうちそれぞれ直近のものを受けた年月日

	
	
	
	
	
	
	
	

	一級建築士　　　　　　　　　　　名
計　　　　　　　　　　　　　　　　　二級建築士　　　　　　　　　　　名
木造建築士　　　　　　　　　　　名
構造設計一級建築士　　　　　　　名
設備設計一級建築士　　　　　　　名


（第四面）
所属建築士の業務の実績
〔記入注意〕
１　当該事業年度における直近のものから順次記入して下さい。
２　年度をまたぐ物件は、期間の期末を「継続中」として下さい。
３　昨年度から継続して行った物件も報告が必要です。
４　報告実績がない場合は「実績なし」と記入して下さい。ただし、所属建築士が一名の場合、第四面は提出不要です。
〔記入例〕
	愛知太郎
	愛知県
	共同住宅
	鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造五階建延700平方メートル
	設計及び
工事監理
	令和
1. 2.11～
1.10. 3

	所属建築士の氏名
	建築物所在地都道府県
	建築物の用途
	構造及び規模
	業務内容
	期間

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（第五面）
管理建築士による意見の概要
〔記入注意〕
１　管理建築士の氏名を記入し、当該事業年度における直近のものから順次記入して下さい。
２　開設者に対して述べられた意見がなかった場合でも、管理建築士名を記入の上、意見の概要欄に「該当なし」と記入し提出してください。

３　開設者と管理建築士が同一の場合、第五面は提出不要です。

	管理建築士の氏名
	建築士事務所の開設者に対して述べられた意見の概要
	当該意見が述べられた日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（Ｄ）
	
	名　　　　　称

	
	登録
	　一級

　二級　　建築士事務所

　木造

　（都道府県）知事登録第○○○○○号

	
	開設者
	氏　　　　　　　　　名

	
	管理建築士
	　一級

二級　　建築士　　氏　　　　　名

　木造

	
	登録の有効期間
	　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで


	


（Ｅ）
建築士法第２４条の６の規定により閲覧に供する書類

（第一面）

建築士事務所の概要
　　年　　月　　日現在

	建築士

事務所
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),名)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),称)
	

	
	所在地
	

	登録
	一級

二級　　建築士事務所

木造

　（　　　　　）知事登録（　－　）第○○○○号

	開設者
	氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	管理建築士
	一級

二級　　建築士　氏名

木造

　（　　　　　）登録第○○○○号

	登録の有効期間
	　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで


〔記入注意〕建築士事務所の開設者が法人である場合には、開設者の欄に法人の代表者の氏名を併せて記載してください。
（第二面）

建築士事務所の業務の実績
　　年　　月　　日現在

〔記入注意〕
１　当該事業年度における直近のものから順次記入して下さい。
２　〔例〕
	愛知　太郎
	愛知県

名古屋市中区

三の丸○－○
	愛知ビル
共同住宅
	鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造五階建
延700平方メートル
	設計及び

工事監理
	2007. 2.1

2007.10. 3

	委託者
	建築物所在地
	建築物の名称及び用途
	構造及び規模
	業務内容
	期間

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（第三面）

所属建築士名簿
　　年　　月　　日現在

	氏　　名
	一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別及び管理建築士である場合にあっては、その旨
	登録番号
	登録を受けた都道府県名

（二級建築士又は木造建築士の場合）
	建築士法第22条の2第1号から第3号までに定める講習のうち直近のものを受けた年月日
	構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である場合にあっては、その旨
	構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士証の交付番号
	建築士法第22条の2第4号及び第5号までに定める講習のうちそれぞれ直近のものを受けた年月日

	
	
	
	
	
	
	
	

	一級建築士　　　　　　　　　　　名

計　　　　　　　　　　　　　　　　　二級建築士　　　　　　　　　　　名

木造建築士　　　　　　　　　　　名

構造設計一級建築士　　　　　　　名

設備設計一級建築士　　　　　　　名


（第四面）

所属建築士の業務の実績
　　　　　年　　月　　日現在

〔記入注意〕
１　所属建築士の業務の実績を、直近のものから順次記入して下さい。
２　〔例〕
	愛知太郎
	建築花子
	愛知県

名古屋市中区

三の丸○－○
	愛知ビル
共同住宅
	鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造五階建延700平方メートル
	設計及び

工事監理
	2007. 2.1

2007.10. 3

	所属建築士の氏名
	委託者
	建築物

所在地
	建築物の名称及び用途
	構造及び規模
	業務内容
	期間

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（Ｆ）

[image: image1.emf]〔記入注意〕

１　○印の数字は、建築士法施行規則第２１条第１項の各号に該当する法定事項を示しています。

２　〔例〕

H25.4.1 愛知　太郎 愛知県 名古屋市中区 愛知ビル 設計及び 新築 共同住宅 鉄筋コンクリート造 H25.12.1 5,000,000 愛知　一郎 構造設計 なし

三の丸○ー○ 工事監理 五階建 延700平方メートル 愛知建築設計事務所

名古屋市中村区○○

種　　類 工事種別 用途 構造・規模

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

建築物の存在

する県

建築物住所 建築物の名称

番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務記録台帳

（建築士法第２４条の４）　※参考様式であるので、必ずしもこの様式を使用する必要はない。

契約年月日① 受領報酬額⑤

契約の相手方の氏名

又は名称②

業務の概要③

備 考

業 務 終 了

年 月 日 ④

業務に従事した

建築士及び建築

設備士の氏名⑥

業 務 委 託 先 ⑦管理建築士の意見⑧

業務委託がない場合、

「なし」とする


（Ｇ）

[image: image2.emf]重要事項説明 書            年     月     日   様     本重要事項説明は、建築士法第２４条の７に基づき、設計受託契約又は工事監理受託契約に先立って、あらかじめ契 約の内容及びその履行に関する事項を説明するものです。本説明内容は最終的な契約内容とは必ずしも同一になる とは限りません。   受託業務名称   ：       建築士事務所の名称   ：     建 築士事務所の所在地   ：     建築士事務所の種別 ：    一級    ・    二級    ・    木造   開設者氏名 ：     （法人の場合は開設者の名称及び代表者氏名）     １．対象となる建築物の概要   建 設予定地：   主要用途 ：   工事種別 ：   規模等 ：   ２．作成する設計図書の種類   （設計契約受託の場合 ）             ３ ．工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施状況に関する報告の方法   （工事監理契約 受託の場合）     ①工事と設計図書との照合の方法：         ②工事監理の実施状況に関する報告の方法   ：      


[image: image3.emf]４．設計又は工事監理の一部を委託する場合の計画   ①   設計又は工事監理の一部を委託する予定   ：     □あり     □なし   ②   委託する業務の概要及び委託先   （ありの場合の計画）     委託する業務の概要   ：   建築士事 務所の名称   ：   建築士事務所の所在地   ：   開設者氏名   ：   ( 法人の場合は開設者の名称及び代表者氏名）       ５．設計又は工事監理に従事することとなる建築士・建築設備士  

①設計業務に従事することとなる建築士・建築設備士  ②工事監理業務に従事することとなる建築士・建築設備士  

【氏名】   ：     【資格】（        ）   建築士     【登録番号】（              ）       【氏名】   ：     【資格】（         ）   建築士     【登録番号】（               ）                   （建築設備の設計に関し意見を聴く者）   【氏名】   ：     【資格】建築設備士  【 氏名】   ：     【資格】（        ）   建築士     【登録番号】（                ）       【氏名】   ：     【資格】（        ）   建築士     【登録番号】（                ）                   （建築設備の工事監理に関し意見を聴く者）   【氏名】   ：     【資格】建築設備士    

＊   平成 21 年 5 月 27 日以降に設計に必要となる構造設計及び設備設計一級建築士が関与する場合は、その氏名及び資格   について記載する必要があります。  



[image: image4]
（Ｈ）
[image: image5.emf]建築士法第 24 条の 8 の規定に基づき委託者に交付する書面   年     月     日     委託者                        様   ( 契約の相手方の氏名又は名称 )  （施行規則第 22  条の３第１項第２号）   建築士法第 24 条の 8 の定めにより、      年       月       日付締結の業務受託契約に関して、   次の事項を通知します。 （施行規則第 22 条の３第１項第１号）     受託者 （法第 24 条 8 第 1 項 第 1 号、 第 22 条の 3 の 3 第 1 項第 6 号、施行規則第 17  条の 38 ）   建築士事務所の名称 及びその種別 ：   建築士事務所の所在地：   開設者 の氏名又は名称：                                     （印 )    （法人の場合は代表者氏名）   受託業務名称   ：     １．対象となる建築物の概要 （法 第 24  条 の 8 第 1 項 1 号、第 22 条の 3 の 3 第 1 項 第 6 号、施行規則第 17   条の 38 ）   建設予定地：   主要用途 ：   工事種別 ：   規模等 ：   ２．業務の種類及び内容、実施方法及び業務実施 期間 （法第 24 条の 8 第 1 項 第 1 項、第 22 条の 3 の 3 第 1 項第 6 号、施行規則第 17  条の 38 ）  

業務の種類及び内容  実施の有無  実施方法等  業務期間〔予定〕  

1 ．   基 本設計業務 ( 構造設計、   設備設計を含む )    年      月      日から   年      月      日まで  

2 ．   実施設計業務 ( 構造設計、   設備設計を含む )    年      月      日から   年      月      日まで  

3 ．工事監理業務    年      月      日から   年      月      日まで  

4 ．   その他の業務   ( 契約に含   まれる上記以外の業務）   （具体的業務内容）    年      月      日から   年      月      日まで  

３．作成する設計図書の種類（設計業務受託の場合）   （法第 24  条の 8  第 1  項 第 1  号、第 22   条の 3 の 3   第 1  項 第 1  号）         ４．工事と設計図書との照合の方法 及び工事監理の実施状況に関する報告の方法   （工事監理業務受託の場合）   ( 法第 24 条の 8 第 1 項 第 1 号、第 22 条の 3 の 3 第 1 項 第 2 号 )   ①工事と設計図書との照合の方法：         ②工事監理の実施状況に関する報告の方法   ：      


[image: image6.emf]５．設計又は工事監理に従 事することとなる建築士・建築設備士 （法第 24 条の 8 第 1 項 第 1 号、第 22 条の 3 の 3 第 1 項 3 号 及び第 6 号、施行規則第 17  条の 38 ）  

①設計業務に従事することとなる建築士・建築設備士  ②工事監理業務に従事することとなる建築士・建築設備士  

【氏名】：     【資格】（     ）   建築士     【登録番号】（              ）     【氏名】：     【資格】（      ）   建築士     【登録番号】（               ）       （建築設備の設計に関し意見を聴く者）   【氏名】：     【資格】建築設備士  【 氏名】：     【資格】（        ）   建築士     【登録番号】（                ）     【氏名】：     【資格】（         ）   建築士     【登録番号】（                ）       （建築設備の工事監理 に関し意見を聴く者）   【氏名】：     【資格】建築設備士  

＊   平成 21  年 5  月 27  日以降の設計において、建築士法の規定に従い、構造設計一級建築士及び設備設計一級建築士   が関与する場合は、 その氏名及び資格について記載する必要があります。     ６ . ．設計又は工事監理の一部の委託先 ( 協力建築士事務所 )   （   法第 24  条の 8 第 1 項 第 1 号、第 22   条の 3 の 3 第 1 項 第 6  号、施行規則第 17 条の 38 ）  

再委託する業務の概要  委託先の建築士事務所の名称及び所在地  開設者の氏名又は名称   （法人の場合は代表者の氏名）  

     

     

  ７．報酬の額及び支払時期   ( 法 第 24 条の 8 第 1 項 第 1 号、 第 22 条の 3 の 3 第 1 項 第 4 号）             ８．契約の解除に関する 事項   ( 法第 24  条の 8  第 1  項 第 1  号、第 22   条の 3 の 3   第 1  項 第 5  号）      
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契約の解除に関する事項
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上記の建築士から建築士免許証





 





（免許証明書）





 





の提示のもと重要事項の説明を受け、重要事項説明書を受領しました。
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